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１１  ははじじめめにに 
1.1. 調査の背景と概要 

新型コロナウィルス感染症は我々の社会活動の様々

な局面に大きな影響を及ぼしている。高等教育機関で

も今年度上半期の学位留学、交換留学、認定留学、語

学留学、短期のサマースクールやインターンシップな

ど、国境を越えた学生の交流はほぼストップさせられ

るに至った。留学交流がパンデミック以前の状態へ回

復するには5年を要するとの予測（Mitchell 2020）1)

もあり、また、高等教育全体が感染症によって質的か

つ量的に変化を遂げ、終息後にも以前の状態には戻ら

ないことも示唆されはじめた（Dennis 2020）2)。 
このような事態をうけ、3 月から 4 月には、各国で

感染症の留学交流への影響について実情調査が始まっ

ている（IIE 2020, EAIE 2020）3）。筆者ら大阪大学グ

ループは、この緊急時には日本でも同様な調査が必要

であると考え、グローバル人材育成教育学会などにも

協力を求め、留学生教育学会が主体となって実施した

「新型コロナ流行と留学事業について緊急アンケート

調査」の運営に協力した[1]。 
本報告では、外国人留学生、日本人学生、および受

入・派遣業務など国際交流事業に従事する教職員から 
------------------------------------------------ 

A: 大阪大学国際教育交流センター 

得られた回答のアウトラインを示しつつ、若干の考察

を加えたい。そこから浮かび上がってきたのは、以下

の二つの課題である。 
留学を切望してきたものの、感染症によって実現で

きなかった学生は多い。そのため将来再開されるであ

ろう派遣学生選抜について、学年の相違や、今年度に

「留学が決まっていた」のか「留学を希望している」の

かなど、立場の異なる派遣候補者間でどうやって公平

性を担保するかという運営上の難題がある。 
また、従来の学位取得型の留学生受入モデルが新型

感染症によって崩壊の危機に瀕している一端もあらわ

になってきた。予備教育・準備教育を含めた日本語教

育が資格外活動就労とセットにされた受入モデルは、

国境が閉鎖されただけでなく、社会経済活動が停滞さ

せられたことで大きな打撃を受けている。感染症終息

後に留学生受入体制を建て直すためには、高等教育関

係者も、大学だけではなく日本語教育まで視野に入れ、

状況を分析・理解する必要がある。 
 
1.2．調査手法と回答数 
本調査はメディア教育開発センター（2009年廃止後、

放送大学学園に業務移管）が研究者に向けて無料で提

供してきたアンケートサイトREAS（リアルタイム評

価支援システム）を利用した。4 種の異なったステー
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クホルダーを対象とした質問票を筆者らが自作してオ

ンライン形式で実施した。なお教職員向けの 2 種類、

および日本人学生向けのアンケートは日本語としたが、

留学生向けについてのみは日英併記とし、自由記述欄

も英語での記入を認めた。 
ゴールデンウィークを挟んだ 4 月 20 日から 5 月末

までに集まったステークホルダー別データは以下の様

になった。この期間は全国を対象として非常事態宣言

が出されていた時期とおおむね重なっている。 
留学を計画・中断等の日本人学生： 317名 
日本で学ぶ外国人留学生：   552名 
受入業務にかかわる教職員： 102名 
派遣業務にかかわる教職員： 76名 
※ 若干名については一部未記入などデータの欠損

が見られた 
 

２２  学学生生回回答答ににつついいてて  

2.1．日本人学生・留学生の地域分布 

本アンケート調査への学生回答者（日本で学ぶ留学

生、および海外留学計画中もしくは中断させられた日

本人学生等）が学ぶ学校所在地、および回答者数は図

1で示した。北海道および本州地域のみの学生が回答 

 

しており、地域的に偏在しているのは否めない。今後

は公的機関などがおこなう大規模調査・悉皆調査が望

まれるが、本調査は世情が混乱している緊急事態に即

応しての調査であり、参考とするに足るだけのデータ

は集まったと考えている。 
 

2.2. 留学生出身国 

 

上記の図2で表した様に、回答者のおおむね半分を

中国からの留学生が占め、インドネシア、韓国、ベト

ナムなどがそれに続いている。日本学生支援機構が毎

年実施する調査に比べ、合衆国やフィリピン、バング

ラデシュなどからの学生が多い傾向があったが、これ

は回答者のかなりの部分が地方の大学で研究に取り組

む大学院生等で占められていた事情を反映していると

考えられる。 
 なお、学生回答者属性は中野ほか（2020）4)および

Ishikura et al.（2020）5)でも詳細をあげて説明してい

るためご参照いただきたい。今回のアンケートは匿名

を可としており、回答する学生の年齢や学年、また学

部・大学院までの記入は求めていない。ただ一部大学

院のみが設置されている研究機関に所属する外国人に

よる記入も見られ、それらの大部分が英語記入であっ

たことも含め次の類型化を試みた。 
 
2.3 回答学生のカテゴリー化・類型化 

学生の記述などを参考にしながら、筆者の責任にお

いて回答した学生群を以下の様に類型化した。 
 

① 派遣計画見合わせの学生 
交換留学等が決定したものの、学内での派遣プロセ

スが凍結され留学実施に不安を感じている学生 
② 派遣を夢見る学生 
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交換留学等を熱望しているものの、今後の状況につ

いて不安を感じている学生 
③ 派遣中断の学生 
交換留学等を中断してゴールデンウィーク前に帰国

を余儀なくされた学生 
④ 英語で回答した留学生 
非漢字圏などから地方国立大等に留学する大学院生

および交換留学生 
⑤ 日本語で回答した留学生 
 漢字圏などから都市圏私立大等に留学する学部生 
 
多少乱暴ではあるが、上記の類型化をした上で①と

②、そして③について、また④と⑤について特色的な

ポイントをあげていきたい。 
 
2.4 交換留学の「既得権」（日本人学生） 

 

本調査に回答した日本人学生のうち、おおむね40％ 
が「留学の予定が決まっている」学生で、このカテゴ

リーの回答者が最も多かった（①のグループ）。それに

次ぐ多数派は既に留学を実施、海外に渡航していたに

もかかわらず、緊急事態のために帰国を余儀なくされ

た者で、回答者の 34％を占める（②のグループ）。そ

して 12％が「近い将来留学を希望している」であり、

まだ具体化した計画はないものの、留学を熱望してい

るタイプの学生である（③のグループ；図3）。 
急遽帰国した学生の中には航空券手配やホテルへの

自己隔離など、予定外の多額の出費を強いられた者も

多く、金銭的な負担を訴える声が多かった。 
それらの学生の多くは「すぐにも留学を再開したい」

という希望を持っていたが、就職活動や教職課程、公

務員試験などとの兼ね合いから留学再開について悲観

的な見通しを持つ者が一定数居る。 
そして既に取りかかっていた留学を一旦中断させら

れたり、目前にしていた留学の実施が見通せない学生

達（具体的には①と③）の多くは、努力の末に自分た

ちが獲得してきた留学の権利は持ち越されて然るべき、

もしくは特段の配慮をして欲しい、という強い希望を

持っていた（中野ほか2020）。 
その一方、彼らに続く世代の学生（②のカテゴリー）

にとっては事情が異なる。「先輩たちの留学がずれると、

それ以降にもガタが来る。1 度ずれるともうしばらく

数年は直らない。」（東北エリア・公立大）という記述

に代表されているように、コロナ直撃世代の留学延期

は、彼らに続く学生達の可能性を狭めてしまいかねな

い。仮に留学可能枠が不変の場合、競争率が上がるの

は必至であり、既にスクリーニングを通過しているに

もかかわらず、留学を中止させられたり、実施できな

かった「権利行使が出来なかった既得権者」が優先さ

れると、次の希望者が割り込む余地は減る。交換留学

の機会などの限られた教育資源を配分する際、世代内

の公平と世代を超えた公平は相反する。 
後段 3-1 節で報告する教職員アンケート結果からも、

大学等で留学交流事業を運営する側にとっては公平の

担保が頭の痛い問題であることがうかがわれる。これ

は日本に限った問題ではないため、今後は国境を越え

た議論も必要になると思われる。 
 
2.5 日本語とアルバイト（外国人留学生） 
回答学生の地域的な偏りは否めないものの、地域・

専攻科目などの別なく、ほとんどの外国人留学生が「留

学を継続し、頑張りたい」という答えを返してくれて

いる。海外の各都市で封鎖がおこなわれており、また

国内でも準ロックダウンとも言うべき緊急事態宣言が

発出されている時期である。その状況下で留学継続に

前向きであった学生だけでなく、彼らの家族の大部分

も「留学を継続し、頑張って欲しい」と考えていたと

いうことが明らかになった。 
この時期は各国から日本の感染症対策に対し、PCR

検査数などに基づいて疑念の声が上げられていた時期

でもあり[2]、そのような逆風の中でも、留学生やその

家族から日本に対して揺るぎない信頼があったとも解

釈できる。日本びいきの学生およびその保護者が日本

を留学先に選んでいるバイアスの可能性もあり、拡大

解釈は避けなければならないところだが、日本社会の

「安全安心」は対外的にブランドとして定着しているの
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図3 日本人回答者の立場
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かもしれない。この信頼感は今後の留学生受入等に関

する日本の財産となる。 
本節では、外国人留学生が記入した自由記述欄に着

目する。留学生の悩みは「インターネット授業」に関

する不満や感染への不安、そして「マスクの入手難」

など日本人と大差ない様に思われた。そこで自由記述

欄に英語で記入した学生（④のカテゴリー）と日本語

記入した学生（⑤のカテゴリー）との間で使われた頻

出単語について「ワードクラウド」を使って可視化を

試みたところ、図4および図5の結果を得た。 

 英語による記述では「support」を中心として、様々

な単語「study」「government」「home」などが緩やか

なグラデーションを形成しながらクラウドを形成して

いる事がわかる。 
その一方、日本語による記述では「授業」が中心的

な位置を占めているが、それに次いで大きな比重を占

める言葉は「アルバイト」となっていた。ほかには「生

活」「心配」「コロナ」などである。 

図4や5のワードクラウド作成にあたってはデータ

分析支援ソフトNVivo（Version 10）を使用した。そ

の際、回答者によって複数の単語が使われているもの

の、意味としてはおおむね同等の「アルバイト」と「バ

イト」などは同一カテゴリー化する「類義語の集約」

の処理をおこなった上で分析・作図している。 
さて図5の背景としては、日本の労働市場が留学生

の資格外活動就労に大きく依存していることがあげら

れるだろう。留学生にとっては資格外活動許可を取っ

て従事するアルバイトが生活費・学費を得るために大

きな比率を占めており、なかでも日本語を使って学ぶ

学生にとって、授業に次いでアルバイトが生活の中心

的な位置づけであることが示されている。 
厚生労働省によれば、令和元年度に資格外活動で就

労する37万人強の外国人のうち、在留資格が「留学」

である者は318,278人となっている。この数字は日本

学生支援機構が同年度の留学生数とする312,214人よ

り6,000人以上も多い[3]。  
データを採る主体や方法が異なっているため安直な

決めつけは出来ないが、これらの二つの報告からは、

外国人留学生の資格外活動就労に依存してきた日本の

「労働市場」のあり方と、そういったニーズを織り込み

つつ、学費や生活費をアルバイトで賄うことを前提に、

数多くの留学生を受け入れてきた「学校経営」とが相

互依存する留学生に関する日本的エコシステムのあり

方が理解できる。 
そして今回の図4および5で見られた差異は、上記

の様な日本的エコシステムが日本語によって学習する

留学生によって支えられていることを強く示唆してい

る。いままで経験的には理解できていた事象であるが、

今回の調査により、図らずもそういった日本的留学受

入のあり方が浮き彫りになった。 
なお管見の限りではあるが、他国での緊急調査は大

学等の機関対象が多く、一番のステークホルダーであ

る学生に焦点を当てたものはまだ少ない（cf. IIE 2020, 
EAIE 2020）。学生を対象にした調査であっても単一

言語（具体的には英語）による調査が多く[4]、本調査の

ように現地語（日本語）でアンケートに答えた留学生

と、国際語（英語）でアンケートに答えた留学生につ

いて、それらのディスコースを対比できるようなデー

タは得られていない。調査結果は意図されたものでは

なかったものの、日本の留学生エコシステムの特色を

 

 

図4 英語記述の頻出単語 

図5 日本語記述の頻出単語 
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垣間見ることが出来、また新型感染症蔓延によってそ

の脆弱性が露呈させられたことを示している。 
 

３３  教教職職員員回回答答ににつついいてて  
3.1 日本人等の留学派遣に関して 

 
 教職員の回答者はおおむね北海道から九州まで万遍

なく分散し、派遣業務について回答した教職員は図 6

に示すように、過半数が私立大学関係者。それぞれの

大学等における 2020 年度の派遣プログラムについて

は、以下の図7の様な取り扱いになっていた。 

 
 ゴールデンウィークの前後という事態が流動的な時

期に採られたアンケートではあったが、年度内の学生

派遣を諦めた大学等が 11 機関（回答者の 15％）に上

る。また現在困っていることについて選択して貰った

ところ業務が混乱していたことがうかがわれた。項目

別で「その他」が二番目に上がっているなど、「先が見

通せない」中で様々なことに気を配りつつ、教職員が

いらだっていた状況が見えてくる（図8）。 

  
図9は卒業するために留学経験を必要とする課程を

設置している大学に対し、2020年度およびそれ以降の

卒業要件をどのように変更するか（もしくは変更をし

ないか）について問うた結果である。 
昨年までと同様で変更はしない、という答えがある

一方、大部分が「まだ論議もされていない」「検討中」

といった回答で、同様に「私にはわからない」といっ

た記入も目立った。いずれにせよ国境が閉じられる想

定外の状況で、留学必須のプログラム運営を迫られて

いる教職員は混乱していた。 
自由記述欄には「代替プログラムを企画、運営する

ことの困難さに直面している」（関東エリア・私立大）

「本学独自のグローバル人材育成コースの修了要件に

は海外研修経験が含まれるため、本年度を留学予定と

した学生については、要件が満たされないことになる。

履修科目がすべて履修されていたとしても、海外留学

経験がない場合には修了とはみなされない。しかし、

学生にとって本年度が最後の年度である場合には、未

修了となってしまう」（中国エリア・国立大）などの悩

みが寄せられていた。 
留学を希望する学生と、留学を中断もしくは延期を

余儀なくされた学生について「世代内の公平と世代を

超えた公平は相反する」「日本に限った問題でもない」

と指摘したが、留学を修了要件に含めたコース運営に

対し、新型感染症は一層難しい問題を突きつけている。

学生本人の責に帰さない理由で、各自の卒業年次にま

で悪影響がおよびかねず、世代間の対立がより先鋭化

する危険性をはらんでいるからだ。コロナ期、コロナ

後の留学必須コース運営のニューノーマルについては、

今後も注意していく必要がある。 
 
3.2 外国人等の留学受入に関して 
留学生の受入業務については派遣で答えて頂いた回

答者とおおむね似通った属性の教職員が多かった「国

立大 32 名」「私立大 62 名」「公立大 1 名」「その他 4
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名」などとなっている。その他には「高等学校」など

も含まれていた。下の図 10 は教職員がキャンパスで

感じる留学生数が「昨年に比べてどのような数になっ

ているか」に回答した結果である。 

 
留学生に限らず、外国人の上陸拒否がおこなわれて

いるなか、図 10 では昨年より留学生数が多いという

記述もある。これについては大学等での「正規の学位

留学」と交換留学等の「大学等のプログラム」で多少

の違いがあらわれたものと考えられる。 
学位プログラムに入学する学生の多くは前年度もし

くはそれ以前に入国し、日本語学校等に通いつつ、国

内で日本留学試験受験などの進学準備をして大学等に

入学してくる外国人である。その意味では、2020年単

年度は大学に入学する留学生は増加しても、次年度以

降の国内受入増が保証されているわけではない。 
回答の中には「日本国内の教育機関からの学部新入

生を増やしたタイミングだったので、受け入れ人数は

増加したが、海外から受け入れる予定だった１年間の

交換留学生や科目等履修生は、現在も来日のめどはた

っていない」（エリア不明・私立大）といった声もあっ

たが、とにかく今年の春だけはやり過ごせても、将来

に向けての明るい見通しは乏しい。 
例えば 2020 年 4 月に全国専門学校日本語教育協会

（全専日協）が日本語教育機関を対象に実施したアンケ

ートで「2020年4月期生で入国できたのは、何人です

か」との設問に「ゼロ」と回答した学校が40.2%にも

上っている[5]。 
先に指摘した日本的エコシステムの前提として、日

本語学校で日本語を学んで進学する数多くの留学生の

存在がある。全専日協の調査は、新型感染症の影響に

よってこうした従来からのエコシステムが崩壊の危機

に瀕していることを浮き彫りにする。 

学納金に依存する日本語教育機関の経営が行き詰ま

った場合、大学等に留学生を供給してきたパイプが失

われ、現時点では留学生数は昨年より多い、とする大

学等においても正規留学生の受入は大幅に減少するこ

とが容易に予見できるからだ。 

 
図 11 は教職員が留学生受入に関して困っている事

項について3つまで選択した結果である。混乱してい

る中でも最大の頭痛のタネが遠隔教育を使った「学び

の確保」であったことが読み取れる。それに次ぐのが

一時帰国していた在学生などの再入国への対応であり、

その他にもメンタルヘルス関連など至急に対応せねば

ならなかった問題が山積みであった。緊急事態によっ

て引き起こされた混乱と、それに対応する応急措置が

現場を翻弄、疲弊させていた事情が読み取れる。 
調査時点ではその先に待っている就職・進学に関す

る課題や、学校経営の将来までには気を向けるゆとり

は無かったかもしれない。しかし当初の混乱が一段落

するであろう 2021 年以降になれば、正規生の入学減

少など、日本的エコシステム崩壊の後遺症が重くのし

かかってくる可能性も残っている。 
 

４ まとめ（フォローアップ調査と研究協力） 

全国の緊急事態宣言が解除されるなどの事情に鑑み、

本調査は5月末を以て一旦の取りまとめに入った。集

められたデータについては個人を特定されるような部

分についてはマスクを施した上で、責任を持って取り

扱って頂ける研究者等に加工度の低いデータを提供し

ている。 
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例えば本アンケートに記名の上でメールアドレスも

明らかにして回答した「教職員カテゴリー」の方に対

しては、今回分析に使ったデータはエクセルのフォー

ムとして提供した。筆者および大阪大学グループはア

ンケート分析の専門家ではなく、本報告についても表

層的レポートに止まっている自覚があるためである。

今後は興味関心を同じくし、また日本の高等教育機関

での留学交流事業を再興させていく志を同じくする研

究者・実践家・ステークホルダーとは積極的に協働し

ていく用意がある。 
また刻々と移り変わる情勢を考慮して、7 月下旬か

らはフォローアップの調査にも取り組んでいる。交換

留学・短期プログラムをはじめ、夏以降の国際教育プ

ログラム等の運営について各大学等がどのような見通

しを持ち、運営にあたっているのか。また本報告でも

明らかになったように、越境が出来ない状況下で「遠

隔教育」に活路を見出す動きはどの程度広がっている

のか。そして日本の大学関係者等の当事者は、どの程

度真剣に仮想的な越境を取り入れようとしているのか。

そういった疑問への回答も含め、グローバル人材育成

教育学会のみなさまとも協力しつつ、引き続いての報

告を目指す覚悟である。 
最後になるが、本調査にご協力いただいた関係者の

みなさま、国際教育交流協議会（JAFSA）、国際教育

研究コンソーシアム（RECSIE）そしてグローバル人

材育成教育学会（JAGCE）のみなさまには篤くお礼を

申し上げたい。本調査や、新型感染症に関する各種調

査が、日本の留学交流が再興するために資するもので

あることを望んでいる。 
 
注注 
[1] 「【緊急協力依頼】新型コロナ流行と留学事業につ

いて緊急アンケート調査」として以下に掲出中 
https://jaise.org/archives/508 （7月27日閲覧） 

[2] 例えば5月9日付のJapan Times紙「Japanese 
government, criticized for low testing rates, eases 
guidelines for seeking virus tests」 

https://www.japantimes.co.jp/news/2020/05/09/nat
ional/japan-criticism-relaxes-coronavirus-testing-
guidelines/ （7月27日閲覧） 

 
 
 
 
 

[3] 厚生労働省（2019）「外国人雇用状況」の届出状況ま

とめ（令和元年10月末現在）」 
日本学生支援機構（2019）「2019（令和元）年度外国

人留学生在籍状況調査」 
ちなみに法務省による「出入国管理統計」によれば、

令和元年度の新規入国者で「留学」の在留資格を有

する者は 121,637 人。再入国者で「留学」の在留資

格を有する者は389,535人だった。 
[4] 例えば education.com による「Student survey 

results: How has COVID-19 affected your study 
abroad plans?」（July 07） 

 https://www.educations.com/articles-and-
advice/how-covid-19-is-impacting-international-
students-18386 （7月27日閲覧） 

[5] 全国専門学校日本語教育協会による「新型コロナウ

イルス感染症による影響アンケート(2020/4)」の自

由記述欄には「学費未納が多くなっている」といっ

た記述が目立つ。また5月時点では、各学校が10月

入学に望みをつないでいる模様もわかるが、本稿執

筆時の 8 月に入っても 10 月入学学生の入国の見込
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https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSfXpw
Ddbx3WPCO9xtHovIiZTO8FSuJ5u5oEBai-
NexjDPsIoQ/viewanalytics （7月27日閲覧） 
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